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新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金（医療分）における 

「時間外・休日のワクチン接種会場への医療従事者派遣事業」について 

貴職におかれましては、新型コロナウイルス感染症対策にご尽力賜り、厚く御礼申

し上げます。 

今般、７月末を念頭に希望する高齢者に新型コロナウイルス感染症に係るワクチン

接種を終えることができるよう、ワクチンの接種を行う医師・看護師等を確保するた

め、ワクチン接種対策費負担金の被接種者１人当たり単価2,070円に診療報酬上の時

間外等加算相当分の加算が行われました。 

併せて、地域の実情に応じ、当該加算を講じてもなお医師・看護師等が不足すると

考えられる場合には、さらなる支援措置として、令和３年度新型コロナウイルス感染

症緊急包括支援交付金（令和３年４月５日付日医発第 12 号（地 6）（税経 2）（健Ⅱ 

11）の文書を以て貴会に送付済み）の「時間外・休日のワクチン接種会場への医療従

事者派遣事業」の追加により、都道府県の判断のもと、時間外・休日の医療機関か

ら、集団接種会場に医師・看護師等を派遣したときに、派遣元の医療機関に対して財

政的支援を実施することとされました 。 

なお、下記のような留意事項が掲げられております。 

（ア）派遣対象地域：ワクチン接種のための医療従事者の確保が困難な地域とし

て、地域の実情に応じて都道府県が必要と認める地域（例えば、新型コロナウ

イルス感染症緊急事態宣言により緊急事態措置を実施すべき区域、まん延防止

等重点措置を実施すべき区域及び確保病床使用割合がステージⅣの指標である

50％を超える地域（該当した地域は令和３年７月末まで適用）、医療法に基づ

き都道府県が定める医師少数区域（二次医療圏）。いずれにしても地域の実情

に応じて都道府県が判断した地域を対象。 



（イ）補助対象：ワクチン接種を行う集団接種会場に医師・看護師等の医療従事者

の派遣を行った医療機関（派遣元） 

（ウ）対象期間：令和３年７月末までに行われる派遣 

 

補助額は、他の事業に倣って派遣する医師１人１時間当たり 7,550 円、医師以外の

医療従事者１人１時間当たり 2,760 円とされておりますが、Q＆A の通り、派遣され

た医師、看護師等の基本給や派遣手当、旅費、保険料（COVID-19 JMAT 保険の保険料

を含む）のほか、当該派遣に伴い勤務に影響を受ける職員の基本給や手当等も対象経

費となり得るとされております。 

実施要綱、交付要綱や Q＆A 等の同補助事業関連文書は、下記厚生労働省 WEB サイ

トに掲載されております。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/covid-19/seifunotorikumi.html#h2_6 

 

つきましては、貴会におかれましても、本件についてご了知いただくとともに、貴

会管下郡市区医師会や関係医療機関等への周知方につきよろしくお願いいたします。

また、貴都道府県行政等とのワクチン接種体制の強化に関する協議などについてもご

高配くださいますようお願い申し上げます。 

追って、厚生労働省 Q＆A については、新型コロナウイルス感染症対策事業の問８

の一部追加がなされております（その前の改正により、DMAT・DPAT 等医療チーム派

遣事業の問５及び６を追加）。 



事 務 連 絡 

令和３年４月３０日 

 

各都道府県衛生主管部（局） 御中 

 

厚生労働省医政局総務課   

医療経理室 

 

 

新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金（医療分）における 

「時間外・休日のワクチン接種会場への医療従事者派遣事業」について 

 

 

新型コロナウイルス感染症に係るワクチン接種（以下「ワクチン接種」という。）については、現

在、各自治体において、ワクチン接種体制の構築を進めていただいているところです。 

７月末を念頭に希望する高齢者にワクチン接種を終えることができるよう、ワクチンの接種を行

う医師・看護師等を確保するため、今般、時間外・休日の接種費用について、当省健康局において、

ワクチン接種対策費負担金の被接種者１人当たり単価 2,070 円に診療報酬上の時間外等加算相当

分の加算を行うこととしました。 

併せて、地域の実情に応じ、当該加算を講じてもなお医師・看護師等が不足すると考えられる場

合には、さらなる支援措置として、新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金の「時間外・休

日のワクチン接種会場への医療従事者派遣事業」により、都道府県の判断のもと、時間外・休日の

医療機関から、集団接種会場に医師・看護師等を派遣したときに、派遣元の医療機関に対して財政

的支援を実施することとしました。 

都道府県におかれましては、できる限り早期に希望する高齢者にワクチン接種を終えることがで

きるよう、貴管内の市区町村や医療機関等と相談の上、御協力いただきますようお願いいたします。 

なお、「時間外・休日のワクチン接種会場への医療従事者派遣事業」について、ご質問等がある場

合は、以下の照会先にメールでご照会いただきますようお願いします。 

 

 

（照会先）厚生労働省 新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金担当 

メール：ncov-koufukin@mhlw.go.jp 

 

（参考） 

○接種費用の上乗せについて（案） 

時間外等加算相当分 

・時間外   2,070 円→2,800 円 

・休日    2,070 円→4,200 円 

 

○医師・看護師等の派遣について 

時間外・休日のワクチン接種会場への医療従事者派遣事業 

・医師    １人１時間当たり 7,550 円 

・看護師等  １人１時間当たり 2,760 円 

※ ７月末までに行われる派遣が対象 

mailto:ncov-koufukin@mhlw.go.jp
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事 務 連 絡 

令和３年４月 30 日 

 

各都道府県衛生主管部（局） 御中 

 

厚生労働省医政局医療経理室 

厚生労働省健康局結核感染症課 

厚生労働省医薬・生活衛生局総務課 

 

令和３年度新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業（医療分） 

の実施に当たっての取扱いについて 

 

令和３年度新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業（医療分）における

上限額等の取扱いについて、今般、新型コロナウイルス感染症に係るワクチン

の接種体制を強化する観点から改正を行い、下記のとおりとして、令和３年４

月１日から適用しますので、御了知の上、適切に事業を実施していただくよう

お願いいたします。 

なお、改正した部分には下線を付しております。 

 

記 

 
○新型コロナウイルス感染症対策事業 

【上限額】 

病床確保料 

・ＩＣＵ内の病床を確保する場合 １床当たり 97,000 円／日 

・重症患者又は中等症患者を受け入れ、酸素投与及び呼吸モニタリングなど

が可能な病床を確保する場合  １床当たり 41,000 円／日 

・上記以外の場合        １床当たり 16,000 円／日 

※ 新型コロナウイルス感染症患者の受入病床が逼迫する中で、都道府県

の確保病床の選択肢を広げる観点から、都道府県から新型コロナウイル

ス感染症患者を受け入れる病床として割り当てられた療養病床について

は、一般病床とみなして、病床確保料の対象とすることを可能とする

（補助上限額は上記と同じ）。療養病床を休止病床とする場合の病床確保

料の上限額は１床当たり 16,000 円／日とする。 

なお、都道府県は、医療機関に対して即応病床とするように連絡・要請

を行った後、入院患者数がピークを越え、明らかに減少してきた場合は、

新規感染者数の動向等を注視しながら、順次、即応病床を一般医療に活用
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できる準備病床に戻す等、一般医療の確保に十分に配慮しながら病床確保

を適宜行うこと。 

※ 新型コロナウイルス感染症疑い患者専用の個室を設定して新型コロナ

ウイルス感染症疑い患者を受け入れる医療機関の取扱いについては別に

定める。 

 

 宿泊施設借上げ費の室料 １室当たり 13,100 円／日 

 食費 １食当たり 1,500 円（飲料代及び配送費は除く） 

１日当たり 4,500 円（飲料代及び配送費は除く） 

【対象外経費】 

軽症者等に対して電話等情報通信機器による診療等を行うためのソフトウ

ェアの導入・使用に係る費用は対象経費から除く。 

 

○新型コロナウイルス感染症患者等入院医療機関設備整備事業 

【上限額】 

・初度設備費 

１床当たり 133,000 円 

・人工呼吸器及び付帯する備品 

１台当たり 5,000,000 円 

・個人防護具 

１人当たり 3,600 円 

・簡易陰圧装置 

１床当たり 4,320,000 円 

・簡易ベッド 

１台当たり 51,400 円 

・体外式膜型人工肺及び付帯する備品 

１台当たり 21,000,000 円 

 ・簡易病室及び付帯する備品 

実費相当額 

  ※ 簡易病室とは、テントやプレハブなど簡易な構造をもち、緊急的かつ一

時的に設置するものであって、新型コロナウイルス感染症患者等に入院

医療を提供する病室をいう。 

 

○帰国者・接触者外来等設備整備事業 

【上限額】 

・HEPA フィルター付空気清浄機（陰圧対応可能なものに限る） 

１施設当たり 905,000 円 
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・HEPA フィルター付パーテーション 

１台当たり 205,000 円 

・個人防護具 

１人当たり 3,600 円 

・簡易ベッド 

１台当たり 51,400 円 

 ・簡易診療室及び付帯する備品 

実費相当額 

  ※ 簡易診療室とは、テントやプレハブなど簡易な構造をもち、緊急的かつ

一時的に設置するものであって、新型コロナウイルス感染症患者等に外

来診療を行う診療室をいう。 

 

○新型コロナウイルス重症患者を診療する医療従事者派遣体制の確保事業 

【上限額】 

・医師         １人１時間当たり 7,550 円 

・医師以外の医療従事者 １人１時間当たり 2,760 円 

 

（重点医療機関に派遣する場合） 

・医師         １人１時間当たり 15,100 円 

・医師以外の医療従事者 １人１時間当たり 5,520 円 

※ 派遣元医療機関等においては、補助基準額の引上げ分を活用して、派

遣される医師・看護師等の処遇に配慮するよう留意すること。 

 

（重点医療機関に新型コロナウイルス感染症重症患者に対応する看護職員を

派遣する場合） 

・看護職員       １人１時間当たり 8,280 円 

※ 派遣元医療機関等においては、補助基準額の引上げ分を活用して、派

遣される看護職員の処遇に配慮するよう留意すること。 

 

○DMAT・DPAT 等医療チーム派遣事業 

【上限額】 

（医療チーム派遣経費） 

・医師         １人１時間当たり 7,550 円 

・医師以外の医療従事者 １人１時間当たり 2,760 円 

・業務調整員      １人１時間当たり 1,560 円 

 

（重点医療機関に派遣する場合） 
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・医師         １人１時間当たり 15,100 円 

・医師以外の医療従事者 １人１時間当たり 5,520 円 

・業務調整員      １人１時間当たり 3,120 円 

※ 派遣元医療機関等においては、補助基準額の引上げ分を活用して、派

遣される医師・看護師等の処遇に配慮するよう留意すること。 

 

（重点医療機関に新型コロナウイルス感染症重症患者に対応する看護職員を

派遣する場合） 

・看護職員       １人１時間当たり 8,280 円 

※ 派遣元医療機関等においては、補助基準額の引上げ分を活用して、派

遣される看護職員の処遇に配慮するよう留意すること。 

 

（医療チーム活動費） 

実費相当額 

※ 医療チーム活動費とは、個人防護具、医薬品、医療用消耗品、一般消

耗品の購入など、医療チームが新型コロナウイルス感染症患者に対応す

るために必要な費用をいう。 

 

○時間外・休日のワクチン接種会場への医療従事者派遣事業 

【上限額】 

・医師         １人１時間当たり 7,550 円 

・医師以外の医療従事者 １人１時間当たり 2,760 円 

 

○新型コロナウイルスに感染した医師等にかわり診療等を行う医師等派遣体制

の確保事業 

 【上限額】 

  ・医師         １人１時間当たり 7,550 円 

  ・薬剤師        １人１時間当たり 2,760 円 

 

（重点医療機関に派遣する場合） 

・医師         １人１時間当たり 15,100 円 

・薬剤師        １人１時間当たり 5,520 円 

※ 派遣元医療機関等においては、補助基準額の引上げ分を活用して、派

遣される医師・薬剤師の処遇に配慮するよう留意すること。 

 

○医療搬送体制等確保事業 

 【上限額】 
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（患者搬送コーディネーター経費、患者搬送同乗者経費） 

・医師         １人１時間当たり 7,550 円 

・医師以外の医療従事者 １人１時間当たり 2,760 円 

（患者搬送費） 

実費相当額 

 

○ヘリコプター患者搬送体制整備事業 

【上限額】 

・隔離搬送用バッグ購入費 ヘリコプター１台当たり 300,000 円 

・上記に係る交換用消耗品 １搬送当たり      116,000 円 

 

○新型コロナウイルス感染症の影響に対応した医療機関の地域医療支援体制構

築事業 

【上限額】 

・医師         １人１時間当たり 2,265 円 

・医師以外の医療従事者 １人１時間当たり  562 円 

 

○新型コロナウイルス感染症により休業等となった医療機関等に対する継続・

再開支援事業 

【上限額】 

・HEPA フィルター付空気清浄機（陰圧対応可能なものに限る） 

購入額の 1/2（事業者負担が 1/2） 

※購入額の上限は１台当たり 905,000 円 

※１施設当たりの上限は 2台（但し薬局については 1台） 

 

・消毒費用等 

総事業費の 1/2（事業者負担が 1/2） 

※総事業費の上限は１施設当たり 600,000 円 

 

○医療機関における新型コロナウイルス感染症の外国人患者受入れのための設

備整備事業 

【上限額】 

・１施設当たり 1,083,000 円とし、入院を要する救急患者に対応可能な感

染症指定医療機関等の場合は、1か所に限り 429,000 円を加算する。 

 

○新型コロナウイルス感染症重点医療機関体制整備事業 

上限額等については別に定める。 
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○新型コロナウイルス感染症重点医療機関等設備整備事業 

【上限額】 

・超音波画像診断装置 

１台当たり 11,000,000 円 

・血液浄化装置 

１台当たり 6,600,000 円 

・気管支鏡 

１台当たり 5,500,000 円 

・ＣＴ撮影装置等（画像診断支援プログラムを含む） 

１台当たり 66,000,000 円 

・生体情報モニタ 

１台当たり 1,100,000 円 

・分娩監視装置 

１台当たり 2,200,000 円 

・新生児モニタ 

１台当たり 1,100,000 円 

 

○新型コロナウイルス感染症を疑う患者受入れのための救急・周産期・小児医療

体制確保事業 

【上限額】 

・初度設備費 

１床当たり 133,000 円 

・個人防護具 

１人当たり 3,600 円 

・簡易陰圧装置 

１床当たり 4,320,000 円 

・簡易ベッド 

１台当たり 51,400 円 

・簡易診療室及び付帯する備品 

実費相当額 

※ 簡易診療室とは、テントやプレハブなど簡易な構造をもち、緊急的

かつ一時的に設置するものであって、新型コロナウイルス感染症患者

等に外来診療を行う診療室をいう。 

・HEPA フィルター付空気清浄機（陰圧対応可能なものに限る） 

１施設当たり 905,000 円 

・HEPA フィルター付パーテーション 
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１台当たり 205,000 円 

・消毒経費 

実費相当額 

・救急医療を担う医療機関において、新型コロナウイルス感染症を疑う患者

の診療に要する備品 １施設当たり 300,000 円 

・周産期医療又は小児医療を担う医療機関において、新型コロナウイルス感

染症を疑う患者に使用する保育器 １台当たり 1,500,000 円 

 

※ 事務委託料等については、令和２年度に交付された新型コロナウイルス感

染症対応従事者慰労金交付事業及び医療機関・薬局等における感染拡大防止

等支援事業の精算事務に係る経費に限る。 

 

○新型コロナウイルス感染症患者等入院医療機関等における外国人患者の受入

れ体制確保事業 

【上限額】 

・入院医療機関 １施設当たり 10,000,000 円 

・宿泊療養施設  １施設当たり  2,000,000 円 

 

○新型コロナウイルス感染症重症患者に対応する医療従事者養成研修事業 

【上限額】 

・新型コロナ患者対応 ECMO 研修（基礎編及び応用編） 

１開催当たり 4,500,000 円 

・新型コロナ患者対応人工呼吸器研修（基礎編及び応用編） 

１開催当たり 2,000,000 円 
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令和３年度新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業（医療分）実施要綱 

 

 

１～２ （略） 

 

３ 事業内容 

（１）～（８） （略） 

 

（９）時間外・休日のワクチン接種会場への医療従事者派遣事業 

ア 目的 

新型コロナウイルス感染症に係るワクチンの接種（以下「ワクチン接

種」という。）について、令和３年７月末までに高齢者向けのワクチン

接種を終えることができるよう、ワクチン接種のための医療従事者の確

保が困難な地域において、時間外・休日の医療機関からワクチン接種を

行う集団接種会場に医療従事者を派遣することで、新型コロナウイルス

感染症に係るワクチンの接種体制を強化することを目的とする。 

イ 実施者 

都道府県、市区町村及びその他厚生労働大臣が認める者 

ウ 内容 

令和３年７月末までの間、ワクチン接種のための医療従事者の確保が

困難な地域において、時間外・休日の医療機関からワクチン接種を行う

集団接種会場に医療従事者を派遣し、住民等に対してワクチン接種を行

う。 

別 紙 

 

令和３年度新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業（医療分）実施要綱 

 

 

１～２ （略） 

 

３ 事業内容 

（１）～（８） （略） 

 

（新設） 
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エ 留意事項 

（ア）ワクチン接種のための医療従事者の確保が困難な地域として、地

域の実情に応じて都道府県が必要と認める地域への派遣を対象とす

る（※）。 

※ 地域の実情に応じて都道府県が必要と認める地域として、例え

ば、次のような地域などが該当すると考えられるが、いずれにし

ても地域の実情に応じて都道府県が判断した地域を対象とする。 

・ 新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言により緊急事態措置

を実施すべき区域、まん延防止等重点措置を実施すべき区域及

び確保病床使用割合がステージⅣの指標である 50％を超える地

域（該当した地域は令和３年７月末まで適用） 

・ 医療法に基づき都道府県が定める医師少数区域（二次医療

圏） 

（イ）都道府県の判断のもと、時間外・休日の医療機関から、ワクチン

接種を行う集団接種会場に医師・看護師等の医療従事者を派遣した

場合に、当該派遣を行った医療機関（派遣元）を補助対象とする。 

（ウ）令和３年７月末までに行われる派遣を対象とする。 

 

（１０）～（２０） （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（９）～（１９） （略） 
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令和３年度新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業（医療分）交付要綱 

 

 

１～14 （略） 

 

別表 

１ 事業区
分 

２ 基準額 ３ 対象経費 ４ 交付率 

（略） （略） （略） （略） 

時間外・休
日のワクチ
ン接種会場
への医療従
事者派遣事
業 

厚生労働大臣
が必要と認め
た額 

賃金、報 酬、謝 金、旅
費、役務費（保険料）、
委託料、補助及び交付金 

１０／１０ 

（略） （略） （略） （略） 

 

 

別 紙 

 

令和３年度新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業（医療分）交付要綱 

 

 

１～14 （略） 

 

別表 

１ 事業区
分 

２ 基準額 ３ 対象経費 ４ 交付率 

（略） （略） （略） （略） 

新設 新設 新設 新設 
 
 
 
 

 

（略） （略） （略） （略） 
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事 務 連 絡 

令和３年４月 30 日 

各都道府県衛生主管部（局） 御中 

厚生労働省医政局医療経理室 

厚生労働省健康局結核感染症課 

令和３年度新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業（医療分） 

に関するＱ＆Ａ（第３版）について 

令和３年度新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業（医療分）につい

て、今般、別添のとおり「令和３年度新型コロナウイルス感染症緊急包括支援

事業（医療分）に関するＱ＆Ａ（第３版）」を作成いたしましたので、ご留意

いただきますようお願いいたします。 

「令和３年度新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業（医療分）に関す

るＱ＆Ａ（第２版）」（令和３年４月 23 日）から追記等を行った部分には下線

を付しております。 

＜該当部分抜粋＞
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令和３年度新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業（医療分） 

に関するＱ＆Ａ（第３版） 

 

令和３年４月１日 第１版 

令和３年４月 23 日 第２版 

令和３年４月 30 日 第３版 

 

○共通事項 

１ 交付申請の提出物になりますが、交付要綱で定める様式第１号の提出は省

略し、様式第２号の提出のみでよろしいでしょうか。 

  また、手続にあたっては、都道府県が取り纏めの上、申請することになる

のでしょうが、その際、市区町村等からの間接補助に係る申請を待たずに申

請することは可能でしょうか。 

２ 各事業に交付上限額は設定されているのでしょうか。事業実施計画に位置

付ければ、各都道府県の全体額の中で執行することは可能でしょうか。 

３ 本交付金を用いて、新型コロナウイルス感染患者に対応する医療機関に対

する協力金や医療従事者等に対する特殊勤務手当（防疫作業手当等）につい

て、都道府県が医療機関に補助した場合、補助対象となるのでしょうか。 

４ 厚生労働大臣が認める者は、どのような機関を想定しているのでしょう

か。 

５ 「医師１人１時間当たり 7,550 円」単価算出根拠をご教示いただけないで

しょうか。 

  また、補助上限額を超える部分について、新型コロナウイルス感染症対応

地方創生臨時交付金の対象とすることは可能でしょうか。 

６ 実施者が都道府県以外の者の場合は、都道府県が間接補助を行うという仕

組みを想定されているという理解でよろしいでしょうか。 

  その際、都道府県の１／２負担が発生し、予算措置の必要があるというこ

とでよろしいでしょうか。 

７ 国の交付決定前に行われた事業であっても、令和３年４月１日以降の事業

であり、本交付金の実施要綱に沿った事業であれば、補助対象となります

か。所謂、内示前着工、交付決定前着工をしていても差し支えないのでしょ

うか。 

別添 
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２ 保健所の保健師等の専門職を他の自治体の積極的疫学調査等の新型コロナ

ウイルス感染症対応に応援として派遣する場合の費用については対象となる

のでしょうか。 

３ 現在保健所において感染症以外の業務（難病、精神保健等）を担当してい

る保健師を積極的疫学調査等の業務に派遣したいので、市町村等から当該保

健師の代替保健師を派遣してもらいたいと考えていますが、その場合の旅費

については対象となるのでしょうか。 

 

○ＤＭＡＴ・ＤＰＡＴ等医療チーム派遣事業 

１ DMAT・DPAT に限らず、医師会等の医療チームも対象となるのでしょうか。

また、１人をチームとした派遣も対象となるのでしょうか。 

２ 医療チームの派遣先は、クラスターが発生した福祉施設などへの派遣も対

象となるのでしょうか。 

３ 医療チームの派遣にあたって特殊勤務手当は対象経費となるのでしょう

か。 

４ 看護師のみで構成されるチームを派遣する場合は、対象となるのでしょう

か。 

５ 重点医療機関（派遣先）の受入病床を増やすため、他の医療機関（派遣

元）からの応援派遣により看護職員を増員する必要があるが、他の医療機関

（派遣元）が負担する当該看護職員の基本給や派遣手当、保険料、宿泊費

用、ＰＣＲ検査費用は、対象経費となるのでしょうか。また、他の医療機関

（派遣元）において、当該看護職員の応援派遣に伴い、シフト組替えの対象

となる看護職員や新たに雇用する看護職員の基本給や手当も、対象経費とな

るか。 

６ 重点医療機関（派遣先）の受入病床を増やすため、他の医療機関（派遣

元）からの応援派遣により看護職員を増員する必要があるが、派遣先と派遣

元が同一の法人である場合は、補助対象となるのでしょうか。 

 

○時間外・休日のワクチン接種会場への医療従事者派遣事業 

１ 時間外・休日のワクチン接種会場への医療従事者派遣について、「ワクチ

ン接種のための医療従事者の確保が困難な地域として、地域の実情に応じて

都道府県が必要と認める地域への派遣を対象とする」とされていますが、ど

のような地域が該当するのでしょうか。 

２ 時間外・休日のワクチン接種会場への医療従事者派遣について、「時間

外・休日の医療機関」からの派遣が補助対象となるとされていますが、時間

外・休日とは、どのような場合が該当するのでしょうか。 
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３ 時間外・休日のワクチン接種会場への医療従事者派遣について、医師、看

護師等を派遣する場合、どのような経費が補助の対象経費となるのでしょう

か。 

４ 時間外・休日のワクチン接種会場への医療従事者派遣について、集団接種

会場とは、どのような会場が該当するのでしょうか。 

５ 時間外・休日のワクチン接種会場への医療従事者派遣について、歯科医師

を派遣する場合は、補助の上限額はいくらでしょうか。 

 

○医療搬送体制等確保事業 

１ 新型コロナウイルス感染症患者の入院治療にあたって、用いることが出来

る患者搬送制度についてご教示いただけないでしょうか。 

２ 「新型コロナウイルス感染症の医療提供体制の整備に向けた一層の取組の

推進について」（令和 3年 2月 16 日事務連絡）を踏まえ、都道府県医師会等

が関係団体との協議会等を立ち上げ、新型コロナウイルス感染症患者や新型

コロナウイルス感染症から回復した患者等を受け入れ可能な医療機関の拡

大、転院支援等を行う場合、医療搬送体制等確保事業による補助を受けるこ

とは可能でしょうか。 

 

○新型コロナウイルス感染症の影響に対応した医療機関の地域医療支援体制構

築事業 

１ 都道府県の定める計画とはどのようなものを指しているのでしょうか。ま

た､本計画については厚生労働省への事前、事後の協議等は必要でしょうか｡ 

 

○新型コロナウイルス感染症により休業等となった医療機関に対する継続・再

開支援事業 

１ 「新型コロナウイルス感染により休業・診療縮小」とありますが、新型コ

ロナウイルス感染とは患者が発生した医療機関に限られるのでしょうか。患

者が発生していない医療機関であっても、休業等を余儀なくされた医療機関

も補助対象と考えて差し支えないでしょうか。 

 

○医療機関における新型コロナウイルス感染症の外国人患者受入れのための設

備整備事業 

１ 実施要綱のウにおいて「多言語の看板や電子掲示板等」とありますが、例

えばどのような設備が交付対象となるのでしょうか。 
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ソフトウェアの導入・使用に係る費用は補助対象外となります。 

 

（答） 

○ 宿泊療養や自宅療養の間は、毎日、宿泊施設に配置された看護師等や保健

所が健康観察を行いますが、症状によっては、医療機関の受診が必要となる

場合があります。 

○ その際、宿泊施設に配置された職員や保健所が調整の上、往診等によって

宿泊施設や自宅で診療（保険適用）を受けることが想定されますが、当該診

療に要する費用の自己負担分については、健康管理に必要な経費として補助

対象となります。当該自己負担分の補助については、原則として現物給付

（レセプト請求）により行うこととします。 

○ また、宿泊療養等の終了時に行うＰＣＲ検査費用（感染症法第 15 条に基

づく行政検査）については、確定診断時と同様に感染症予防事業費等負担金

の対象とした上で、負担金対象外の部分（初再診料などの自己負担分）が交

付金の対象となります。 

○ これらの往診等やＰＣＲ検査の費用の取扱いについては、「新型コロナウ

イルス感染症の軽症者等に係る宿泊療養及び自宅療養における公費負担医療

の提供について」（令和２年４月 30 日付健感発 0430 第３号）等をご参照く

ださい。 

○ なお、高齢者施設（介護医療院、介護老人保健施設、特別養護老人ホーム、

認知症グループホーム、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅、軽費

老人ホーム、養護老人ホーム）で療養する新型コロナウイルス感染症患者につ

いては、宿泊療養・自宅療養と同様に、医療費の自己負担分は補助対象となり

ます。 

 

（答）  

○ 地域の実情に応じて適切な単価を設定することが可能です。 

○ なお、単価設定に当たっては、新型コロナウイルス重症患者を診療する医

療従事者派遣体制の確保事業等の補助上限額を参照してください。 

 

８ 宿泊療養・自宅療養中の医療費の自己負担額は補助対象となるのでしょう

か。 

９ 軽症者等の健康管理を行う医師、看護師等の謝金に補助上限額はあるので

しょうか。 

10 宿泊療養に当たって、軽症者等の健康管理を行う医師、看護師等が夜間に

常駐する場合、当該医師、看護師等の宿泊費はホテル借上げ費に含まれるの
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○ＤＭＡＴ・ＤＰＡＴ等医療チーム派遣事業 

（答） 

○ 対象となります。 

 

（答） 

○ 対象となります。 

 

（答） 

○ 医療チームにおける医師等への謝金は対象となっており、その中で、当該

手当の支給が必要な場合は対象となります。 

○ なお、医療チームの派遣において、派遣先が派遣された医療チームに係る

経費を支払う場合は、当該経費に係る収入分を差し引いて、派遣元に対する

補助が行われるものとなります。 

 

（答） 

○ 対象となります。 

 

（答） 

○ DMAT･DPAT 等医療チーム派遣事業については、新型コロナ患者が増加し、

通常の都道府県内の医療提供体制において新型コロナ患者への医療提供が困

難と見込まれる場合に、都道府県の調整の下、新型コロナ患者を受け入れる

１  DMAT・DPAT に限らず、医師会等の医療チームも対象となるのでしょう

か。また、１人をチームとした派遣も対象となるのでしょうか。 

２ 医療チームの派遣先は、クラスターが発生した福祉施設などへの派遣も対

象となるのでしょうか。 

３ 医療チームの派遣にあたって特殊勤務手当は対象経費となるのでしょう

か。 

４ 看護師のみで構成されるチームを派遣する場合は、対象となるのでしょう

か。 

５ 重点医療機関（派遣先）の受入病床を増やすため、他の医療機関（派遣

元）からの応援派遣により看護職員を増員する必要があるが、他の医療機関

（派遣元）が負担する当該看護職員の基本給や派遣手当、保険料、宿泊費

用、ＰＣＲ検査費用は、対象経費となるのでしょうか。また、他の医療機関

（派遣元）において、当該看護職員の応援派遣に伴い、シフト組替えの対象

となる看護職員や新たに雇用する看護職員の基本給や手当も、対象経費とな

るか。 
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重点医療機関等（派遣先）に対して、他の医療機関（派遣元）から医師・看

護職員等の応援派遣を行うときに、他の医療機関（派遣元）に対して補助を

行うものです。 

○ ご質問のケースについて、他の医療機関（派遣元）が負担する当該看護職

員の基本給や派遣手当、保険料、宿泊費用、ＰＣＲ検査費用は、対象経費と

なり得ます。また、他の医療機関（派遣元）において、当該看護職員の応援

派遣に伴い、シフト組替えの対象となる看護職員や新たに雇用する看護職員

の基本給や手当も、対象経費となり得ます。 

○ なお、派遣先の医療機関が応援派遣された看護職員に係る経費を派遣元の

医療機関に支払う場合は、当該経費に係る収入分を差し引いて、派遣元に対

する補助が行われることになります。 

 

（答） 

○ DMAT･DPAT 等医療チーム派遣事業については、新型コロナ患者が増加し、

通常の都道府県内の医療提供体制において新型コロナ患者への医療提供が困

難と見込まれる場合に、都道府県の調整の下、新型コロナ患者を受け入れる

重点医療機関等（派遣先）に対して、他の医療機関（派遣元）から医師・看

護職員等の応援派遣を行うときに、他の医療機関（派遣元）に対して補助を

行うものです。 

○ ご質問のケースについて、新型コロナ患者が増加し、通常の都道府県内の

医療提供体制において新型コロナ患者への医療提供が困難と見込まれる場合

に、都道府県が必要であると判断して、都道府県の調整の下、医師・看護職

員等の派遣が行われる場合は、派遣先と派遣元が同一の法人でも、補助対象

となり得ます。 

  

６ 重点医療機関（派遣先）の受入病床を増やすため、他の医療機関（派遣

元）からの応援派遣により看護職員を増員する必要があるが、派遣先と派遣

元が同一の法人である場合は、補助対象となるのでしょうか。 
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○時間外・休日のワクチン接種会場への医療従事者派遣事業 

１ 時間外・休日のワクチン接種会場への医療従事者派遣について、「ワクチ

ン接種のための医療従事者の確保が困難な地域として、地域の実情に応じて

都道府県が必要と認める地域への派遣を対象とする」とされていますが、ど

のような地域が該当するのでしょうか。 

（答） 

○ ワクチン接種のための医療従事者の確保が困難な地域として、地域の実情

に応じて都道府県が必要と認める地域が該当するものです。例えば、次のよ

うな地域などが該当すると考えられます。 

・ 新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言により緊急事態措置を実施すべ

き区域、まん延防止等重点措置を実施すべき区域及び確保病床使用割合が

ステージⅣの指標である 50％を超える地域（該当した地域は令和３年７月

末まで適用） 

・ 医療法に基づき都道府県が定める医師少数区域（二次医療圏） 

○ 地域に関して都道府県による認定等の手続きは必要ありませんが、本事業

は、都道府県の判断のもとに行われる派遣が対象ですので、本事業により医

療機関に医療従事者の派遣を呼びかけようとする自治体や、本事業により補

助を受けようとする医療機関におかれては、事前に都道府県に相談されます

ようお願いいたします。 

 

２ 時間外・休日のワクチン接種会場への医療従事者派遣について、「時間

外・休日の医療機関」からの派遣が補助対象となるとされていますが、時間

外・休日とは、どのような場合が該当するのでしょうか。 

（答） 

○ 「時間外・休日の医療機関」の「時間外・休日」は、診療報酬の時間外加

算・休日加算を参考にして、「当該医療機関が表示する診療時間以外の時

間」及び「休日」が該当するものであり、以下が標準となります。 

・ 時間外は、概ね午前８時前と午後６時以降（土曜日の場合は、午前８時

前と正午以降）及び休日以外の日を終日休診日とする医療機関における当

該休診日。ただし、午前中及び午後６時以降を診療時間とする医療機関

等、標準によることが困難な医療機関については、その表示する診療時間

以外の時間をもって時間外として取り扱う。 

・ 休日は、日曜日及び国民の祝日に関する法律第３条に規定する休日。な

お、１月２日及び３日並びに 12 月 29 日、30 日及び 31 日は、休日として

取り扱う。 

 



32 

 

３ 時間外・休日のワクチン接種会場への医療従事者派遣について、医師、看

護師等を派遣する場合、どのような経費が補助の対象経費となるのでしょう

か。 

（答） 

○ 派遣元医療機関が負担する派遣された医師、看護師等の基本給や派遣手

当、旅費、保険料のほか、当該派遣に伴い勤務に影響を受ける職員の基本給

や手当等も、対象経費となり得ます。 

 

４ 時間外・休日のワクチン接種会場への医療従事者派遣について、集団接種

会場とは、どのような会場が該当するのでしょうか。 

（答） 

○ 「集団接種会場」は、新型コロナワクチンの集団接種を行う保健所、保健

センター、学校、公民館等が該当します。 

 

５ 時間外・休日のワクチン接種会場への医療従事者派遣について、歯科医師

を派遣する場合は、補助の上限額はいくらでしょうか。 

（答） 

○ 歯科医師１人１時間当たり 2,760 円が補助の上限額になります。 
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